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4月 （卯月） APRIL

29日・昭和の日

4月から新しい年度に入ります。4月～3月の1
年間は予算収支の期間として会計年度と呼ば
れるのに対し、1～12月は暦年と呼ばれ、所得
税の税率などは1月から見直されます。なお、
国税の事務運営に関しては、定期異動が7月に
行われる関係からか、会計年度とは別に事務
年度（7月～6月）も採用されています。

国　税／3月分源泉所得税の納付 4月10日

国　税／2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

4月30日

国　税／8月決算法人の中間申告 4月30日

国　税／5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 4月30日

地方税／給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

4月15日

地方税／固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

4月中において市町村の条例で定める日

地方税／土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

4月1日～4月20日

または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／軽自動車税の納付

4月中において市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（1月～3月分） 4月30日

会計年度と暦年、事務年度

4 月 の 税 務 と 労 務

ワンポイント
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日
本
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
で
は
、

経
営
者
の
高
齢
化
が
進
行
す
る
一
方
で
、

後
継
者
の
確
保
が
困
難
な
状
況
に
な
っ

て
き
て
い
ま
す
。

ま
た
、
事
業
承
継
に
失
敗
し
て
紛
争

が
生
じ
た
り
、
会
社
の
業
績
が
悪
化
す

る
ケ
ー
ス
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。
中

小
企
業
経
営
者
の
平
均
年
齢
は
約
五
九

歳
で
、
経
営
者
の
引
退
予
想
年
齢
は
平

均
六
八
歳
の
よ
う
で
す
。
経
営
者
の
子

供
が
事
業
承
継
す
る
割
合
は
四
一
％
と

二
十
年
前
の
半
分
に
減
少
し
て
い
ま
す
。

後
継
者
が
既
に
決
ま
っ
て
い
る
企
業
は

全
体
の
約
四
三
％
程
で
す
。
後
継
者
が

い
な
い
こ
と
に
よ
る
理
由
の
廃
業
は
、

全
体
の
二
四
％
に
の
ぼ
り
ま
す
。

中
小
企
業
経
営
者
が
事
業
承
継
を
行

う
上
で
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
問
題
が
あ
り

ま
す
。

例
え
ば
、
後
継
者
が
負
担
す
る
相
続

税
の
問
題
で
す
。
経
営
者
の
相
続
人
が

後
継
者
と
な
る
場
合
、
先
代
経
営
者
の

相
続
に
際
し
て
、
自
社
株
式
や
事
業
用

不
動
産
等
に
つ
い
て
多
額
の
相
続
税
負

担
が
発
生
し
、
事
業
継
続
が
困
難
に
な

っ
て
い
る
実
態
が
あ
り
ま
す
。

民
法
上
の
問
題
も
あ
り
ま
す
。
中
小
企

業
経
営
者
が
、
事
業
用
資
産
や
自
社
株

式
を
後
継
者
へ
集
中
的
に
承
継
す
る
場

合
、
民
法
上
の
法
定
遺
留
分
に
よ
り
一

定
の
制
約
を
受
け
ま
す
。
こ
の
こ
と
が

後
継
者
の
安
定
的
経
営
に
悪
影
響
を
与

え
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

事
業
承
継
の
手
順
と
し
て
は
、
事
業

承
継
計
画
の
立
案
と
具
体
的
対
策
の
立

案
、
の
二
つ
の
ス
テ
ッ
プ
に
分
け
ら
れ

ま
す
。

■Ⅰ
事
業
承
継
計
画
の
立
案

ま
ず
、会
社
の
現
状
認
識
が
必
要
で
す
。

①
会
社
の
経
営
資
源
の
状
況
、
②
会

社
の
リ
ス
ク
、
③
経
営
者
自
身
の
状
況
、

④
後
継
者
候
補
、
⑤
相
続
発
生
時
に
予

想
さ
れ
る
問
題
点
、
を
検
討
し
事
業
承

継
計
画
を
作
成
し
ま
す
（
図
参
照
）。

■Ⅱ
具
体
的
対
策
の
立
案

事
業
承
継
の
方
法
は
、
親
族
内
承
継
、

役
員
・
従
業
員
等
外
部
か
ら
の
承
継
、

Ｍ
＆
Ａ
の
三
つ
の
方
法
が
あ
り
、
メ
リ

ッ
ト
、
デ
メ
リ
ッ
ト
を
把
握
し
承
継
方

法
を
選
別
し
ま
し
ょ
う
。

□1

親
族
内
承
継

親
族
内
で
の
承
継
で
は
、
関
係
者
の

理
解
、
後
継
者
教
育
、
株
式
・
財
産
の

分
配
に
つ
い
て
注
意
が
必
要
で
す
。

a

関
係
者
の
理
解

①
後
継
者
候
補
と
の
意
思
疎
通
、

②
社
内
、
取
引
先
、
金
融
機
関
へ
の

事
業
承
継
計
画
の
公
表
、
③
将
来
の

経
営
陣
を
考
慮
し
て
の
役
員
・
従
業

員
の
世
代
交
代
を
準
備
。

s

後
継
者
教
育

社
内
、
社
外
で
の
教
育
。

d

株
式
・
財
産
の
分
配

株
式
・
財
産
の
分
配
に
お
い
て
は
、

①
後
継
者
へ
の
株
式
等
事
業
用
資
産

の
集
中
、
②
後
継
者
以
外
の
相
続
人

へ
の
配
慮
、
と
い
う
二
つ
の
視
点
か

ら
の
検
討
が
必
要
で
す
。

①
で
は
、
後
継
者
及
び
そ
の
友
好

的
な
株
主
に
株
式
の
相
当
数
の
集
中

が
望
ま
し
く
、
目
安
と
し
て
は
、
株

主
総
会
で
重
要
事
項
を
決
議
す
る
た

め
の
三
分
の
二
以
上
の
議
決
権
で
す
。

②
で
は
、
生
前
贈
与
や
遺
言
を
す

る
場
合
も
、
他
の
相
続
人
の
遺
留
分

に
よ
る
制
限
が
あ
り
ま
す
。

現
時
点
で
既
に
株
式
が
分
散
し
て

い
る
場
合
は
、
可
能
な
限
り
買
収
等

を
実
施
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

生
前
贈
与
は
、
オ
ー
ナ
ー
経
営
者

の
生
前
に
権
利
が
確
定
す
る
た
め
最

も
確
実
な
方
法
で
あ
り
、
暦
年
課
税

制
度
と
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
二

つ
の
方
法
が
あ
り
ま
す
。

遺
言
を
作
成
し
、
後
継
者
に
株
式
等

を
集
中
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。
遺

言
は
「
自
筆
証
書
遺
言
」
と
「
公
正
証

書
遺
言
」
の
二
種
類
が
あ
り
ま
す
。
会

社
法
を
活
用
し
、
後
継
者
や
友
好
的

な
株
主
に
株
式
等
を
集
中
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

イ
　
株
式
の
集
中
及
び
分
散
防
止

会
社
法
の
方
策
を
用
い
て
、
後
継

者
へ
株
式
を
集
中
さ
せ
る
と
と
も
に
、

好
ま
し
く
な
い
者
へ
の
株
式
の
分
散

を
防
止
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

〈
分
散
し
た
株
式
の
買
取
〉

経
営
者
・
後
継
者
個
人
に
よ
る
買

取
の
ほ
か
、
会
社
に
よ
る
自
社
株
式

の
取
得
（
金
庫
株
）
も
可
能
。

〈
株
式
譲
渡
制
限
条
項
の
設
置
〉

会
社
に
と
っ
て
好
ま
し
く
な
い
者

へ
の
株
式
の
譲
渡
売
却
を
制
限
す
る

こ
と
が
可
能
。

〈
相
続
人
に
対
す
る
売
渡
請
求
条
項
の
設
置
〉

株
式
を
相
続
し
た
者
が
会
社
に
と
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っ
て
好
ま
し
く
な
い
場
合
、
会
社
に

よ
る
株
式
の
売
渡
請
求
が
可
能
。

ロ
　
種
類
株
式
の
活
用

〈
議
決
権
制
限
株
式
の
発
行
〉

議
決
権
制
限
株
式
と
は
、
株
主
総

会
で
の
特
定
の
議
決
権
が
制
限
さ
れ

た
株
式
。
後
継
者
以
外
に
は
議
決
権

制
限
株
式
を
相
続
さ
せ
、
後
継
者
に

議
決
権
を
集
中
さ
せ
る
こ
と
が
可
能
。

〈
拒
否
権
付
種
類
株
式（
黄
金
株
）の
発
行
〉

こ
の
株
式
は
、
株
主
総
会
の
特
定

の
決
議
事
項
に
つ
い
て
、
拒
否
権
を

有
す
る
株
式
。
現
経
営
者
が
一
定
期

間
黄
金
株
を
所
有
し
、
後
継
者
の
経

営
に
睨
み
を
き
か
せ
る
こ
と
が
可
能
。

ハ

会
社
法
を
活
用
す
る
上
で
の
注
意
点

ａ

会
社
法
の
制
度
活
用
の
た
め
に

は
、
議
決
権
の
三
分
の
二
以
上
の

賛
成
に
よ
る
定
款
変
更
が
必
要

ｂ

株
式
の
取
得
や
売
渡
請
求
を
行

う
た
め
に
は
、
会
社
又
は
個
人
に

十
分
な
資
金
が
必
要

ｃ

種
類
株
式
の
発
行
に
は
専
門
知

識
が
必
要

□2

従
業
員
へ
の
承
継

従
業
員
へ
の
承
継
と
し
て
は
、
主
に

次
の
二
つ
の
パ
タ
ー
ン
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
将
来
子
息
等
へ
の
承
継
の
中
継

ぎ
と
し
て
、
従
業
員
が
一
時
的
に
承
継

す
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

a

役
員
・
従
業
員
等
社
内
で
の
承
継

自
社
の
役
員
等
が
後
継
者
と
な
る

場
合
、
経
営
者
や
そ
の
親
族
が
保
有

し
て
い
る
自
社
株
式
買
取
の
資
力
が

な
い
場
合
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
場
合
に
、
承
継
す
る
会

社
の
資
産
を
担
保
に
し
て
金
融
機
関

か
ら
買
取
資
金
を
調
達
す
る
方
法
が

あ
り
ま
す
。

s

取
引
先
・
金
融
機
関
等
外
部
か
ら

後
継
者
を
雇
い
入
れ
る
場
合

内
部
の
反
発
が
あ
る
場
合
も
あ
り
、

よ
く
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
り

慎
重
に
選
定
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

親
族
内
承
継
と
同
様
に
関
係
者
の
理

解
、
後
継
者
教
育
、
株
式
・
財
産
の

分
配
に
配
慮
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
個
人
（
債
務
）
保
証
・
担
保
の
処
理
】

①

事
業
承
継
に
先
立
っ
て
で
き
る

だ
け
債
務
の
圧
縮
を
図
る

②

後
継
者
の
債
務
保
証
を
軽
減
で
き

る
よ
う
に
金
融
機
関
と
交
渉
す
る

③

個
人
保
証
・
担
保
が
完
全
に
処

理
し
き
れ
な
い
場
合
は
、
負
担
に

見
合
っ
た
報
酬
を
後
継
者
に
確
保

し
て
お
く

後
継
者
候
補
が
い
な
い
場
合
は
、
Ｍ
＆

Ａ
で
会
社
を
売
却
す
る
こ
と
も
可
能
で

す
。

3 4月号

【事業承継計画】現経営者から長男への親族内承継（7年目に代表権を長男に譲り、10年目に完全に引退） 

事
業
の 

計
画 

会
社 

現
経
営
者 

後
継
者（
長
男
） 

後
継
者
教
育 

社
内 

社
外 

売上高 

経常利益 

定款・ 
株式・ 
その他 

年　齢 

役　職 

関係者の 
理解 

株式・ 
財産の 
分配 

相続人に対 
する売渡請 
求の導入 

取締役C 
から金庫 
株取得 

社内への 
計画発表 

取引先・ 
金融機関 
に紹介 

公正証書 
遺言の 
作成（注） 

黄金株の 
会社への 
売却 

親族会議 

取締役A 
から金庫 
株取得 

黄金株の 
発行 

黄金株の 
取得 

黄金株の 
取得・ 
消却 

8億円 

現在 項目 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 

60歳 

社長 会長 相談役 引退 

61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 60% 60% 60% 60%

年　齢 

役　職 

30歳 

従業員 

Y工場 Z工場 

経営 
革新塾 

本社営業 本社管理 総括責任 

取締役 常務 専務 副社長 社長 

31歳 32歳 33歳 34歳 35歳 36歳 37歳 38歳 39歳 40歳 

持株（%） 

持株（%） 

暦年課税制度【贈与】 相続時精算課税制度【贈与】 

暦年課税制度【贈与】 相続時精算課税制度【贈与】 

80% 75% 70% 65% 60% 55% 50% 20%＋黄金株 20%＋黄金株 20%＋黄金株 20%

3千万円 

9億円 

3千5百万円 

10億円 

4千万円 

（注）株式及び預貯金（5千万円）を長男に、自宅を長女に、預貯金（5千万円）を次女に相続させる旨を記載。 



事業に失敗する理由

お弁当の仕出しサービス業・Ｔ社の会社概

要は、昭和40年４月設立。年間売上80億円、

１日約７万食、従業員800人（パート・アル

バイトを含む）。

Ｔ社の“事業に成功するコツ”とは、

a 原価率を高くすること
Ｔ社の日替り弁当は430円、原価率50％、

通常のお弁当屋さんも値段はこの位ですが、

原価率は30％位。Ｔ社は材料費をかけるため、

それ以外の経費は徹底的に省きます。

例えば７万食を扱っていると70人の営業マ

ンが必要という業界認識に対し、Ｔ社は配達

員が営業を兼ねるので０人。

また、お弁当の種類を１日に１種類とし、

例えば、コロッケを７万個仕入れるので１個

は10円（他社は30円かかる）という具合です。

s 多くの人件費をかけること
Ｔ社で大学卒業者は社長のＴさん１人、他

は高校を中退したといった勉強の嫌いな集団。

Ｔさんは商売をしていて、何よりも従業員

の成長が一番楽しい、と言います。

この様な成功の反対に、Ｔさんが指摘する

“事業に失敗する理由”とは、

①　旧来の方法が一番良いと信じていること

②　餅は餅屋だとうぬぼれていること

③　暇がないといって本を読まぬこと

④　どうにかなると考えていること

⑤ 稼ぐに追いつく貧乏なしとむやみやたら

に骨を折ること

⑥ 良いものはだまっていても売れると安心

していること

⑦ 高い給料は出せないといって人を安く使

うこと

⑧ 支払いは延ばすほうが得だといって、な

るべく支払わぬ工夫をすること

⑨　機械は高いといって人を使うこと

⑩　お客様はわがまますぎると考えること

⑪　商売人に人情は禁物だと考えること

⑫　そんなことはできないと改善せぬこと

を挙げています。

4月号 4

Ａ
商
店
会
長
・
Ｓ
さ
ん
は
、
Ａ
市
・

子
供
剣
道
連
盟
の
役
員
で
す
。

Ｓ
さ
ん
は
、
剣
道
連
盟
の
子
供
達
に

〝
今
年
一
年
は
感
謝
の
気
持
ち
を
持
と

う
〞
と
呼
び
か
け
ま
し
た
。

す
る
と
、
子
供
は
何
か
に
つ
け
「
あ

り
が
と
う
」
を
連
発
。

そ
の
こ
と
が
、
子
供
達
の
家
庭
の
円

満
さ
や
、
小
学
校
の
ク
ラ
ス
で
の
人
気

者
へ
と
、
思
わ
ぬ
効
果
が
現
れ
、
Ｓ
さ

ん
は
ビ
ッ
ク
リ
し
た
そ
う
で
す
。

Ｓ
さ
ん
は
、
こ
れ
を
機
会
に
Ａ
商
店

会
合
で
強
調
し
ま
し
た
。

〝
売
上
げ
を
増
や
す
に
は
、
新
聞
・

雑
誌
を
読
み
、
経
営
セ
ミ
ナ
ー
等
の
参

加
に
よ
り
時
流
を
捉
え
、
商
品
構
成
を

考
え
よ
う
。
ま
た
、
大
型
店
に
は
な
い

サ
ー
ビ
ス
を
考
え
て
い
こ
う
〞

し
か
し
、
子
供
た
ち
と
は
対
照
的
に

商
店
主
の
反
応
が
鈍
か
っ
た
こ
と
か
ら

Ｓ
さ
ん
は
、
勉
強
す
る
こ
と
、
実
行
す

る
こ
と
の
大
切
さ
を
「
認
識
す
る
か
し

な
い
か
だ
」
と
断
定
し
て
い
ま
す
。

大企業の方が中小企業に比べ福利厚生が良
いので、女性が子育てと仕事を両立しやすい
のではないか、と考えている方が多いと思い
ます。
現実はまったく逆で、中小企業の方がうま

く両立できているのです。その理由は、
a 一定期間の休業を取っても長期的に昇
進・昇格に影響が少ない。また、育児休業
したからといってその人の本来の能力が落
ちると思わないと、経営者が判断している。

s 中小企業の方が大企業よりも通勤時間が
短い。つまり、家の近くで勤められる方が
子育てしやすい。

d 最近、企業内託児所といったものもある
が、大企業といえども作りづらい。一方、
中小企業はこのような制度はないものの臨
機応変に経営者が対応している。

f 中小企業の方が、女性が経営者・管理者
として活用されている。その結果、女性の
上司が多い会社ほど子育てに対する理解が
ある。

女性の仕事と子育て
認
識




